
調査の概要及び利用上の注意 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

商業統計調査は，国の指定統計（指定統計第 23 号）として，全国の卸売業及び小売業の事業

所を調査し，全国の事業所の分布状況，販売活動を把握し，さらに業種別，規模別，地域別な

どに区分し，商業の実態を明らかにすることを目的とする。 

（２）根拠法規 

統計法（昭和22年法律第18号）及び商業統計調査規則（昭和27年通商産業省令第60号） 

（３）調査の期日 

平成19年６月１日現在 

なお，商業統計調査は，平成９年以降の調査から５年ごとに実施し，その中間年（調査の２

年後）に簡易な調査を実施している。 

これまでの調査年次，調査期日及び種別は次のとおり。 

   

調査年次 調査期日 種別 調査年次 調査期日 種別 調査年次 調査期日 種別

昭和27年 ９月１日 ① 昭和45年 ６月１日 ① 平成元年 10月１日 ③

昭和29年 ９月１日 ① 昭和47年 ５月１日 ① 平成３年 ７月１日 ②

昭和31年 ７月１日 ① 昭和49年 ５月１日 ① 平成４年 10月１日 ③

昭和33年 ７月１日 ① 昭和51年 ５月１日 ① 平成６年 ７月１日 ②

昭和35年 ６月１日 ① 昭和54年 ６月１日 ① 平成９年 ６月１日 ②

昭和37年 ７月１日 ① 昭和57年 ６月１日 ① 平成11年 ７月１日 ②

昭和39年 ７月１日 ① 昭和60年 ５月１日 ② 平成14年 ６月１日 ②

昭和41年 ７月１日 ① 昭和61年 10月１日 ③ 平成16年 ６月１日 ②

昭和43年 ７月１日 ① 昭和63年 ６月１日 ② 平成19年 ６月１日 ②
 

    注）①：卸売・小売業，飲食店 ②：卸売・小売業（平成11,16年は簡易調査） ③：一般飲食店 

（４）調査の範囲 
日本標準産業分類に掲げる「大分類Ｊ－卸売・小売業」に属する事業所を対象とする。 
調査は，公営，民営の事業所を対象としている。例えば，商業以外の会社，官公庁，学校，

工場などの構内にある別経営の事業所（売店等），店舗を有しないで商品を販売する訪問販

売，通信・カタログ販売などの事業所も調査の対象とする。 
また，料金を支払って出入りする有料施設（公園，遊園地，テーマパーク，駅改札内※，

有料道路内※）の中にある別経営の事業所についても調査の対象とする。ただし，前述以外

の有料施設内（劇場内，運動競技場内など）の事業所は，原則，調査の対象としない。 
なお，調査期日に休業もしくは清算中，季節営業であっても専従者がいる事業所は対象と

する。 
※については，平成 19年調査より調査を開始した。 



（５）調査の単位 
商業を営んでいる事業所ごとに，その事業所を調査単位とする。同一の経営者が支店を

持っている場合は，企業単位ではなく，本店・支店ごとに調査対象とする。 
（６）調査の経路 

商業統計調査の調査経路は以下のとおり。なお，調査方法は以下の①，②による。 
  ① 申告者（事業所）が自ら調査票に記入する方法（自計方式）による調査員調査方式 
 
 
 
 
  ② 商業企業の本社・本店等が傘下の事業所の調査票を一括して作成し，経済産業省又は県 
   へ直接提出する本社等一括調査方式 
 
 
（７）調査事項 

巻末の調査票（見本）のとおり。 
 

２   主な用語の説明 
（１） 事業所（商業事業所） 

原則として，一定の場所（一区画）を占めて有体的商品を購入して販売する事業所をいう。 
（２）従業者及び就業者 

調査日現在で，その事業所の業務に従事している者で，従業者とは「個人業主」，「無給

の家族従業者」，法人及び団体の「有給役員」，「常用雇用者」（「正社員・正職員」，「パー

ト・アルバイトなど」）の計をいう。就業者とは従業者に「臨時雇用者」及び「他からの派

遣従業者」を加え，「従業者・臨時雇用者のうち他への派遣従業者」（平成 16 年から調査）

を除いたものをいう。 

（３）年間商品販売額 
平成 18年４月１日から平成 19年３月 31日までの１年間の実績で消費税額を含む。 

（４）売場面積 
事業所が商品を販売するために実際に使用する売場の延床面積をいう。 

（５）大規模小売店舗 

   一つの建物であって，大規模小売店舗立地法で定める店舗面積（小売業を行うための店

舗の用に供される床面積）が 1000 ㎡を超える店舗で，届出があったものをいう。 

 

３  集計と編集 

平成 19年商業統計調査結果の編集は次のとおり。 

名   称 主 な 内 容 

平成 19年商業統計調査結果報告 

（平成 20年 12 月公表） 

産業分類別の従業者規模別等の階級別統計表 

市区町別の産業分類別統計表 

平成 19年広島県の業態別小売業 

（平成 21年３月公表） 

小売事業所の市区町別・業態別統計表 

平成 19年広島県の商店街 

（本報告書） 

小売事業所の市区町別・立地環境特性別統計表 

商業集積地区別統計表 

経済産業大臣 県知事 市区町長 商業調査員 

 商業調査指導員 

申告者(事業所) 

経済産業大臣または県知事 対象企業 



４  記号及び注記 

（１）この報告書の数値は，本県で独自に集計したものである。 

（２） 集計に用いた市町区域は，調査日現在（平成 19年６月１日）による。 

   なお，「調査結果の概要」において，前回（平成 16年）数値については，調査日現在の市

区町に置き換えて増減率等の算出を行っている。 

（３） 統計表中のＸは，その数字に該当する事業所数が１又は２の場合，その秘密を保護する

ために，数字を秘匿したことを示す。 

   なお，秘匿数字が推計できる場合には，事業所数が３以上でもＸで秘匿した。 

（４）構成比については，単位未満を四捨五入したため，総数と内訳の合計が一致しない場合が

ある。 

（５）記号の用法は，次のとおりとした。 

   「－」：実績数値のないもの      「０」，「０．０」：四捨五入による単位未満のもの 

   「Ｘ」：数字を秘匿したもの      「▲」：マイナス 

（６）この報告書の内容についての問い合わせ先 

広島県企画振興局政策企画部統計課商工統計グループ 

〒730-8511 広島市中区基町 10－52 

ＴＥＬ (082)513－2542（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

 

 

 

本書の内容については，県の統計ホームページ「広島の統計」にも掲載しています。 

ホームページアドレス   http://db1.pref.hiroshima.lg.jp 

 

 



ﾛｰﾄﾞｻｲﾄﾞ型

オフィス街

地 区

住 宅 地 区

工 業 地 区

その他地区

立地環境の区分及び定義

集
積
細
分

１

３

　主に都市計画法第８条に定める「用途地域」のうち，第一種・第二種低層住居
専用地域，第一種・第二種中高層住居専用地域，第一種・第二種住居地域，準住
居地域をいう。

５

２

　主に都市計画法第８条に定める「用途地域」のうち，商業地域及び近隣商業地
域であって，上記「１ 商業集積地区」の対象とならない地区をいう。

５

　都市計画法第７条に定める市街化調整区域及び上記「１ 商業集積地区」～
「４ 工業地区」までの区分に特性付けされない地域をいう。

４

　主に都市計画法第８条に定める「用途地域」のうち，工業専用地域，準工業地
域及び工業地域をいう。

１

２

そ の 他 の
商 業 集 積
地 区

　上記１～４のいずれにも該当しない商業集積地区をいう。

４

商 業 集 積
地 区

　国道あるいはこれに準ずる主要道路の沿線を中心に立地している商業集積地区
をいう（都市の中心部にあるものを除く）。

　都市の中心部（駅周辺を除く）にある繁華街やオフィス街に立地する商業集積
地区をいう。

３
住 宅 地
背 景 型
商 業 集 積
地 区

　住宅地又は住宅団地を後背地として，主にそれらに居住する人々が消費者であ
る商業集積地区をいう。

特性

番号

　主に都市計画法第８条に定める「用途地域」のうち，商業地域及び近隣商業地
域であって，商店街を形成している地区をいう。
　おおむね一つの商店街を一つの商業集積地区とする。
　一つの商店街とは，小売店，飲食店及びサービス業が近接して３０店舗以上あ
るものをいう。（小売店が極めて少ない場合は，２～５に特性付けを行う。）
　また，「一つの商店街」の定義に該当するショッピングセンターや多事業所ビ
ル（駅ビル，寄合百貨店等）は，原則として一つの商業集積地区とする。

区　分

市 街 地 型
商 業 集 積
地 区

駅 周 辺 型
商 業 集 積
地 区

定　　　　　　　　　義

商 業 集 積
地 区

　ＪＲや私鉄などの駅周辺に立地する商業集積地区をいう。
　ただし，原則として地下鉄や路面電車の駅周辺に立地する地域は除く。



産業分類名称（19年） 19年 16年 産業分類名称（16年）

各種商品小売業 ５５ ５５ 各種商品小売業 

　　百貨店，総合スーパー ５５１

　　　　百貨店，総合スーパー ５５１１

　　その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの） ５５９

　　　　その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの） ５５９９

織物・衣服・身の回り品小売業 ５６ ５６ 織物・衣服・身の回り品小売業 

　　呉服・服地・寝具小売業 ５６１

　　　　呉服・服地小売業 ５６１１

　　　　寝具小売業 ５６１２

　　男子服小売業 ５６２

　　男子服小売業 ５６２１

婦人・子供服小売業 ５６３

　　婦人服小売業 ５６３１

　　子供服小売業 ５６３２

靴・履物小売業 ５６４

　　靴小売業 ５６４１

　　履物小売業（靴を除く) ５６４２

その他の織物・衣服・身の回り品小売業 ５６９

　　かばん・袋物小売業 ５６９１

　　洋品雑貨・小間物小売業 ５６９２

　　他に分類されない織物・衣服・身の回り品小売業 ５６９９

飲食料品小売業 ５７ ５７ 飲食料品小売業

　　各種食料品小売業 ５７１

　　　　各種食料品小売業 ５７１１

　　酒小売業 ５７２

　　　　酒小売業 ５７２１

　　食肉小売業 ５７３

　　　　食肉小売業（卵,鳥肉を除く) ５７３１

　　　　卵・鳥肉小売業 ５７３２

鮮魚小売業 ５７４

　　鮮魚小売業 ５７４１

野菜・果実小売業 ５７５

　　野菜小売業 ５７５１

　　果実小売業 ５７５２

　　菓子・パン小売業 ５７６

　　　　菓子小売業（製造小売） ５７６１

　　　　菓子小売業（製造小売でないもの） ５７６２

　　　　パン小売業（製造小売) ５７６３

　　　　パン小売業（製造小売でないもの) ５７６４

　　米穀類小売業 ５７７

　　　　米穀類小売業 ５７７１

　　その他の飲食料品小売業 ５７９ ５７９ 　　その他の飲食料品小売業

　　　　コンビニエンスストア（飲食料品を中心とするものに限る） ５７９１ ５７D 　　　　コンビニエンスストア（飲食料品を中心とするものに限る）

　　　　牛乳小売業 ５７９２

　　　　飲料小売業（別掲を除く） ５７９３

　　　　茶類小売業 ５７９４

　　　　料理品小売業 ５７９５ ５7Ａ 　　　　料理品小売業

　　　　豆腐・かまぼこ等加工食品小売業 ５７９６

　　　　乾物小売業 ５７９７

　　　　他に分類されない飲食料品小売業 ５７９９

　　　　他に分類されない飲食料品小売業

野菜・果実小売業

　　菓子・パン小売業

　　米穀類小売業

　　　　牛乳・飲料・茶類小売業

　　各種食料品小売業

　　酒小売業

　　食肉小売業

鮮魚小売業

男子服小売業

婦人・子供服小売業

靴・履物小売業

その他の織物・衣服・身の回り品小売業

５７５

５７６

５７C

５７B

５７７

５７１

５７２

５７３

５７４

５６２

５６３

５６４

５６９

商業統計調査 産業分類対応表　(平成19年／平成16年）

５５１

５５９

５６１

　　百貨店・総合スーパー

　　その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの）

　　呉服・服地・寝具小売業



産業分類名称（19年） 19年 16年 産業分類名称（16年）

商業統計調査 産業分類対応表　(平成19年／平成16年）

自動車・自転車小売業 ５８ ５８ 自動車・自転車小売業

　　自動車小売業 ５８１ ５８１ 自動車小売業

　　　　自動車（新車）小売業 ５８１１ ５８Ａ     自動車（新車）小売業

　　　　中古自動車小売業 ５８１２ ５８D     中古自動車小売業

　　　　自動車部分品・附属品小売業 ５８１３ ５８Ｂ     自動車部分品・附属品小売業

　　　　二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む） ５８１４ ５８Ｃ     二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む）

自転車小売業 ５８２

    自転車小売業 ５８２１

家具・じゅう器・機械器具小売業 ５９ ５９ 家具・じゅう器・機械器具小売業

　　家具・建具・畳小売業 ５９１ ５９１ 家具・建具・畳小売業

　　家具小売業 ５９１１ ５９A 　　家具小売業

　　建具小売業 ５９１２

　　畳小売業 ５９１３

　　宗教用具小売業 ５９１４

　　機械器具小売業 ５９２ ５９２ 機械器具小売業

　　電気機械器具小売業 ５９２１

　　電気事務機械器具小売業 ５９２２

　　　　その他の機械器具小売業 ５９２９ ５９D 　　その他の機械器具小売業

　　　　その他のじゅう器小売業 ５９９ ５９９ その他のじゅう器小売業

　　金物小売業 ５９９１

　　荒物小売業 ５９９２

　　陶磁器・ガラス器小売業 ５９９３

　　他に分類されないじゅう器小売業 ５９９９

その他の小売業 ６０ ６０ その他の小売業

　　医薬品・化粧品小売業 ６０１ ６０１ 医薬品・化粧品小売業

　　医薬品小売業（調剤薬局を除く） ６０１１ ６０G 　　医薬品小売業（調剤薬局を除く）

　　　　調剤薬局 ６０１２ ６０H 　　調剤薬局

　　　　化粧品小売業 ６０１３ ６０J 　　化粧品小売業

農耕用品小売業 ６０２

　　農業用機械器具小売業 ６０２１

　　苗・種子小売業 ６０２２

　　肥料・飼料小売業 ６０２３

　　燃料小売業 ６０３ ６０３ 燃料小売業

　　　　ガソリンスタンド ６０３１ ６０K 　　ガソリンスタンド

　　　　燃料小売業（ガソリンスタンドを除く) ６０３２ ６０L 　　燃料小売業（ガソリンスタンドを除く)

　　書籍・文房具小売業 ６０４ ６０４ 書籍・文房具小売業

　　　　書籍・雑誌小売業 ６０４１ ６０M 　　書籍・雑誌・紙・文房具小売業

　　　　新聞小売業 ６０４２ ６０N 　　新聞小売業

　　　　紙・文房具小売業 ６０４３ ６０M 　　　　書籍・雑誌・紙・文房具小売業

　　スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 ６０５ ６０５ スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業

　　　　スポーツ用品小売業 ６０５１ ６０Ａ 　　スポーツ用品小売業

　　　　がん具・娯楽用品小売業 ６０５２ ６０Ｂ 　　がん具・娯楽用品小売業

　　　　楽器小売業 ６０５３ ６０Ｃ 　　楽器小売業

写真機・写真材料小売業 ６０６

　　写真機・写真材料小売業 ６０６１

　　時計・眼鏡・光学機械小売業 ６０７

　　時計・眼鏡・光学機械小売業 ６０７１

　　他に分類されない小売業 ６０９ ６０９ 他に分類されない小売業

　　　　たばこ・喫煙具専門小売業 ６０９１ ６０P 　　たばこ・喫煙具専門小売業

　　　　花・植木小売業 ６０９２ ６０Ｄ 　　花・植木小売業

　　建築材料小売業 ６０９３

　　ジュエリー製品小売業 ６０９４

　　ペット・ペット用品小売業 ６０９５

　　骨とう品小売業 ６０９６

　　中古品小売業（骨とう品を除く） ６０９７

　　　　他に分類されないその他の小売業 ６０９９ ６０F 　　他に分類されないその他の小売業

時計・眼鏡・光学機械小売業

　　他に分類されないその他の小売業

　　中古品小売業

　　金物・荒物小売業

　　他に分類されないじゅう器小売業

農耕用品小売業

写真機・写真材料小売業

自転車小売業

　　家具・畳・宗教用具小売業

　　電気機械器具小売業

６０Ｅ

６０２

６０６

６０７

６０Ｆ

５９Ｆ

５８２

５９Ｂ

５９Ｃ

５９Ｅ
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